（別紙２）

費用対効果分析指針（経営力強化関係）
    　費用対効果分析指針（経営力強化関係）は、経営体育成交付金及び新規就農・経営継承総合支援事業のうち技術習得支援事業に係るものとする。

１　費用対効果の算定方法

(１)　費用対効果の算定は、原則として次式により行うものとする。

　　 ただし、新規就農・経営継承総合支援事業のうち技術習得支援においては、４に掲げる方法により費用対効果の算定を行うものとする。

　　　　投資効率＝[image: image2.png]3 LA
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(２)　妥当投資額の算定は、次により行うものとする。

　　ア　妥当投資額は、次式により算定するものとする。

　　妥当投資額＝[image: image3.png]


－廃用損失額

イ　妥当投資額の算定に用いる年総効果額は、２に掲げる効果項目ごとの年効果額を合算して算定するものとする。

　　ただし、２の算定方法によることなく、事業地区において独自に効果を算定することが可能な場合には、当該事業地区において独自に算定した効果額を用いることができるものとする。

ウ　妥当投資額の算定に用いる還元率は、次式により算定するものとする。
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還元率＝
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ただし、施設等別年事業費＝[image: image8.png]TRERERIEEE
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　　この場合において，当該施設耐用年数は減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）及び農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和31年農林省令第18号）別表に定めるところによる。

 (３)　総事業費は、効果の発生に係る施設等の整備のための投下資金の総額とする。

 (４)　算定に当たっては、次のような調整を行う必要がある。

ア　効果額の算定は、事業地区単位で行うことを基本とするが、事業地区内において複数の施設を整備する場合、施設ごとの効果額を算定してこれを積み上げることにより事業地区全体の効果額を算定してもよいものとする。

イ　同じ地区内において強い農業づくり交付金のうち経営力の強化を目的とする取組又は経営体育成交付金以外の事業を実施しようとしている場合には、効果が重複して計上されることを避けるため、重複する効果について効果額を事業間で按分するものとする。この場合、総効果額を事業費額の割合に応じて按分する等、地域において適当と考えられる客観的な方法によって算定を行うものとする。

２　投資効率の算定に用いる年効果額等

投資効率の算定に用いる年効果額等の算定は、次により行うものとする。また，データの出典も併せて記述するものとする。

 (１)　直接効果（事業によって直接的に導かれる農業収益増及び農業コスト削減等につながる経済効果）

　　ア　生産向上効果

　　 (ｱ)　年効果額の算定方式等

　　　　ａ　効果の内容

　　　　　　生産向上効果とは、次に掲げる効果をいう。

　　　　 (ａ)　作付増加効果

当該施設の整備による新規作物の導入等により作物の作付面積が増加する効果

　　　　 (ｂ)　単収増加効果

均一な健苗育成、地力増進による連作障害の軽減、気象災害の防止・回避による被害額の軽減等により単収が増加する効果

　　　　 (ｃ)　品質等向上効果

当該施設の整備による生産物の品質向上、生産物のブランド化、市場競争力の強化、販路拡大（直売や他産業との提携（契約栽培）など）等により販売額が増加する効果

　　　　 (ｄ)　農畜産物加工効果

当該施設の整備により農畜産物が加工され、付加価値が上昇し、販売額が増加する効果

　　　　 (ｅ)　畜産関連施設効果

当該施設の整備により、畜産経営体の所得向上、労働時間の削減、地域生活や生産の環境改善等が図られる効果

　　　　ｂ　算定方法

　　　　　　年効果額は、次により算定する効果額の合算額とする。

　　　　 (ａ)　作付増加効果

ⅰ　作物ごとに、作付増減面積に事業の実施時における単収（以下「現況単収」という。）を乗じて算出する。なお、現況単収は、無被害単収とする。

ⅱ　ⅰで算出した生産増減量に作物ごとの現況生産物単価を乗じて粗収益の増減額を算出した額に作物ごとの作付増減純益率（５を参照）を乗じて作付増加効果の年効果額とする。

　　　　 (ｂ)　単収増加効果

ⅰ　作物ごとに単収増分に効果発生面積を乗じて算出する。

ⅱ　ⅰで算出した生産増減量に作物ごとの現況生産物単価を乗じて粗収益の増減額を算出した額に作物ごとの単収増加純益率（５を参照）を乗じて単収増加効果の年効果額とする。

ⅲ　気象災害の防止・回避にあっては、過去５年間平均の当該施設による気象災害の被害減少額を効果額とする。

　　　　 (ｃ)　品質等向上効果

効果発生面積に計画単収を乗じて効果発生量を算出し、これに作物ごとの生産物単価の上昇額等を乗じて得た純益の増加額の合算額をもって品質向上効果の年効果額とする。

　　　　 (ｄ)　農畜産物加工効果

効果発生面積に計画単収を乗じて効果発生量を算出し、これに作物ごとの生産物単価の上昇額等を乗じて得た純益の増加額の合算額をもって農畜産物加工効果の年効果額とする。

　　　　 (e)　畜産関連施設効果

年効果額の算定は、別紙１の１の（２）のイの（イ）及び（ウ）を準用するものとする。

　　　　 (f)　その他

土地基盤整備による年効果額は、「土地改良事業の費用対効果分析に関する基本指針の制定について」（平成19年３月28日付け18農振第1596号農村振興局長通知）等によるものとする。

　　 (ｲ)　年効果額の算定表の様式

　　　　ａ　作付増加効果

	　　　　　　  
	対象
作物

	現況作付面積
  （ｈａ）
  　 ①

	計画作付面積
　（ｈａ）
     ②

	作付面積増減
  （ｈａ）
 ③＝②－①

	現況単収
(kg/10a)
    ④

	現況生産
物単価
(千円/ｔ)
   ⑤
	純益率
（％）
  ⑥

	按分率
（％）
  ⑦

	  年効果額
  （千円）
⑧＝③×④×　⑤×⑥×⑦


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 計
	


 　　　　　　　データの出典
	

	


　　　　ｂ　単収増加効果

	対象
作物

	現況単収
(kg/10a)
   ①    
	計画単収
(kg/10a)
   ②

	単収増加
(kg/10a)
③=②-①

	効果発生面積
  （ｈａ）
     ④

	現況生産物単価
   (千円/ｔ)         ⑤       
	純益率
（％）
  ⑥

	按分率
（％）
  ⑦

	  年効果額
  （千円）
⑧＝③×④× ⑤×⑥×⑦ 

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 計
	


　　　　　　    データの出典
	

	


　　　　ｃ　品質等向上効果

	              
	対象作物


	効果発生面積

  （ｈａ）

     ①


	計画単収

(kg/10a)   ②


	効　果

 発生量

（ｔ）

③=① ×② 
	 生産物単価(千円/ｔ)  
	 按分率

 （％）

   ⑦


	年効果額

（千円）

⑧＝③× ⑥×⑦



	
	
	
	
	
	現　況

  ④  

	計　画

  ⑤


	上昇額

⑥=⑤-

  ④  

	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	   計
	


  データの出典                                                                        

	

	


　　　　ｄ　農畜産物加工効果

	作物名


	効果要因


	効果発生面積

  （ｈａ）

     ①
	計画単収

(kg/10a)

　 ②
	 効　果

 発生量

 （ｔ）

③=①×②
	　生産物単価(千円/ｔ)
	按分率（％）
 ⑦
	 年効果額

 （千円）

⑧＝③×⑥×⑦

	
	
	
	
	
	現況

 ④
	計画

 ⑤
	上昇額

⑥=⑤-

④
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	  計
	


　              ※計画上の生産物単価とは、単位重量当たりの原材料から加工される製品単価のことである。

                データの出典                                                                        

	

	


　　イ　経費節減効果

　　 (ｱ)　年効果額の算定方式等

　　　　ａ　効果の内容

経費節減効果とは、次に掲げる効果をいう。

　　　　 (ａ)　労働経費節減効果

当該施設の整備により個々の農家の労働が集約され、労働時間が節減されることにより労働費が節減される効果

　　　　 (ｂ)　機械経費節減効果

当該施設の整備により個々の農家の機械作業が集約され、機械経費が節減される効果

　　　　 (ｃ)　資材経費節減効果

当該施設の整備により個々の農家の作業が集約され、投入される資材費、光熱水費，燃料費、肥料費等が節減される効果

　　　　 (ｄ)　維持管理費節減効果

当該施設の整備により既存の施設が合理化され、維持管理に係る経費が節減される効果

　　　　ｂ　算定方法

　　　　　　年効果額は、次により算定する効果額の合算額とする。

　　　　 (ａ)　労働経費節減効果

現況の個別作業ごとに積み上げた労働経費の総額から計画の労働経費の総額を差し引いた額とする。

　　　　 (ｂ)　機械経費節減効果

現況の個別作業ごとに積み上げた機械経費の総額から計画の機械経費の総額を差し引いた額とする。

　　　　 (ｃ)　資材経費節減効果

現況の個別作業ごとに積み上げた資材経費の総額から計画の資材経費の総額を差し引いた額とする。

　　　　 (ｄ)　維持管理費節減効果

現況の施設の維持管理費の総額から計画の維持管理費の総額を差し引いた額とする。

　

　 (ｲ)　年効果額の算定表の様式

        ａ　労働経費節減効果
	作
物
名


	作
業
名


	       現　　　　況       
	       計　　　　画       
	年効果   額
(千円）

⑨＝④－   ⑧   

	
	
	所要時間

(hr/ha)

 ① 
	労賃単価

(円/hr)

 ② 
	効果発生  面積

（ｈａ）

   ③   
	労働経  費計

(千円）

④=①×②×③ 
	所要時間

(hr/ha)

 ⑤ 
	労賃単価

(円/hr)

 ⑥ 
	効果発生  面積

（ｈａ）

   ⑦   
	労働経  費計

(千円）

⑧=⑤×⑥×⑦ 
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 計
	


              データ出典                                                                        

	

	


　　　　ｂ　機械経費節減効果

	作
物
名


	作
業
名


	       現　　　　況
	        計　　　　画
	年効果額
(千円）

⑨＝④－⑧

	
	
	稼働時間

(hr/ha)

 ①
	稼働単価

(円/hr)

 ②
	効果発生面積

（ｈａ）

   ③
	機械経費計

(千円）

④=①×②×③
	稼働時間

(hr/ha)

 ⑤
	稼働単価

(円/hr)

 ⑥
	効果発生面積

（ｈａ）

   ⑦
	機械経費計

(千円）

⑧=⑤×⑥×⑦
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 計
	


              データ出典                                                                        

	

	


　　　　ｃ　資材経費節減効果

	作
物
名


	作
業
名


	       現　　　　況
	        計　　　　画
	年効果額
(千円）

⑦＝③－⑥

	
	
	資　材

単　価

(円/ha)

  ①
	効果発生

面　  積

（ｈａ）

   ②
	資材経費計

  (千円）

③=①×②
	資　材

単　価

(円/ha)

  ④
	効果発生

面　  積

（ｈａ）

   ⑤
	資材経費計

  (千円）

⑥=④×⑤
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 計
	


              データ出典                                                                        

	

	


　　　　ｄ　維持管理費節減効果

	施設名

	        現　　行

           ①
	        計　　　画

            ②
	  年効果額 (千円)

  　③＝①－②

	
	一般経費
	
	一般経費
	
	

	
	人件費
	
	人件費
	
	

	
	固定資産税
	
	固定資産税
	
	

	　計
	
	
	


              データ出典                                                                        

	

	


　ウ　経営基盤保全効果

　 (ｱ)　年効果額の算定方式等

　　  ａ　効果の内容

経営基盤保全効果とは、既存施設を再整備しなかった場合に見込まれる当該地域の農業生産の減少を回避して農業生産を維持する場合の効果をいう。

　　  ｂ　算定方法

年効果額は、当該施設の効果項目に係る単価に発生面積を乗じた額とする。

　　  ｃ　留意点

経営基盤保全効果を算定する場合は、当該施設に該当する生産向上効果、経費節減効果その他の効果と重複しないよう注意する。また、恣意的な効果算定を行わないため、経営基盤保全効果を算定する理由やその算定の考え方等を十分検討するものとする。

　 (ｲ)　年効果額の算定表の様式

	　　施設名


	   効果項目


	 効果単価(円/ha)

       ①
	 効果発生面積(ｈａ)

          ②
	年効果額(千円）

 ③＝①×②

	
	
	
	
	

	      計
	


         データ出典                                                                     

	

	


　エ　農外所得増加効果

　 (ｱ)　年効果額の算定方式等

      ａ　効果の内容

　　　　　農外所得増加効果とは、次に掲げる効果をいう。

　　　 (ａ)　農家雇用創出効果

当該施設の整備によって農家の雇用が創出される効果

　　　 (ｂ)　農業関連施設料等収入効果

当該事業地区外から当該施設を訪れる入り込み客から、農業体験等農業に関する施設利用料等を徴収することにより収益が増加する効果

　　　 (ｃ)　農外所得多角化効果

当該施設の整備により、都市住民等への情報発信が図られ、入り込み客が購買し、地域農業への寄与増等が図られる効果のうち、農畜産物加工効果並びに上記(ａ)及び(ｂ)を除いた効果

　　ｂ　算定方法

　　　　　年効果額は、次により算定する効果額の合計額とする。

　　　 (ａ)　農家雇用創出効果

農家又はその家族を雇用した際の人員の賃金の合計から、当該人員が当該施設での雇用により失われることとなるそれまで得ていた賃金を差し引いた額を効果額とする。

　　　 (ｂ)　農業関連施設料等収入効果

農業に関連する施設料等総収入額から施設運営に係る総支出額を差し引いた額をもって効果額とする。

　　　 (ｃ)　農外所得多角化効果

当該施設に係る施設利用者数に施設利用外購買金額を乗じた額をもって効果額とする。

　　　ｃ　留意点

(ａ)　農家雇用創出効果については、当該施設が効果を得る範囲と施設の受益範囲が異なる農林漁業体験施設、産地形成促進施設、地域食材供給施設、総合交流拠点施設及び農畜産物処理加工施設について算定する。

(ｂ)　農業関連施設料等収入効果については、高品質堆肥製造施設、農林漁業体験施設、総合交流拠点施設，未利用資源活用施設及び高齢者活動支援施設について算定する。

(ｃ)　(ｂ)の効果を算定する場合は、維持管理費節減効果を計上しないものとする。

　 (ｲ)　年効果額の算定表の様式

　　　ａ　農家雇用創出効果

	 施設名

	雇用人員

 （人）

	　計画賃金

 (千円/年）

     ①
	当該施設での雇用により失われる収入

（千円/年）   ②
	　年　効　果　額

　　（千円/年）

　　　③=①-②

	
	
	
	
	

	 　計
	


            データ出典                                                                

	

	


　　　ｂ　農業関連施設料等収入効果

	　

　施設名


	                計　　　　　画              　
	 年効果額(千円)

④=(①－②)×③

	
	総収入額(千円/年)     ①
	総支出額(千円/年)     ②
	 按分率（％）

     ③
	

	
	
	
	
	

	    計
	


            データ出典                                                                    

	

	


　　　ｃ　農外所得多角化効果

	 施設名


	 施設利用者数（人）

       ①
	施設利用外購買金額

（円/人）   ②
	按分率(％）

    ③
	年効果額(千円)

④=①×②×③

	
	
	
	
	

	   計
	


            データ出典                                                                    

	

	


 (２)　間接効果（事業によって付随的に発生する公益的な経済効果）

　　ア　地域所得増加効果

　　 (ｱ)　年効果額の算定方式等

　　　　ａ　効果の内容

　　　　　　地域所得増加効果とは、次に掲げる効果をいう。

　　　　 (ａ)　地域雇用創出効果

当該施設の整備によって非農家の雇用が創出される効果

　　　　 (ｂ)　農業外施設料等収入効果

当該事業地区外から当該施設を訪れる入り込み客から、農業に関するもの以外の施設利用料等を徴収することにより収益が増加する効果

　　　　 (ｃ)　地域所得多角化効果

当該施設の整備により、入り込み客が購買し、地域経済への寄与増等が図られる効果

　　　　ｂ　算定方法

　　　　　　年効果額は、次により算定する効果額の合計額とする。

　　　　 (ａ)　地域雇用創出効果

雇用人員の賃金の合計のうち(１)のエに計上するものを除いた額から、当該人員が当該施設での雇用により失われる収入を差し引いた額を効果額とする。

　　　　 (ｂ)　農業外施設料等収入効果

施設料等収入額の合計のうち(１)のエに計上するものを除いた額から、施設運営に係る経費を差し引いた額をもって効果額とする。

　　　　 (ｃ)　地域所得多角化効果

当該施設に係る額を除く入り込み客の購買額の合計のうち１のエに計上するものを除いた額をもって効果額とする。

　　　　ｃ　留意点

　　　　　　(１)のエのｃに掲げるものに準ずる。

　　 (ｲ)  年効果額の算定表の様式

　　　　ａ　地域雇用創出効果

	 施設名


	雇用人員

  （人）

	 計画賃金

(千円/年)

     ①
	当該施設での雇用により失われる収入      （千円/年）    ②
	　年　効　果　額

      （千円）

　　　③=①-②

	
	
	
	
	

	　計
	


              データ出典                                                               

	

	


　　　　ｂ　農業外施設料等収入効果

	　

　施設名


	                計　　　　　画              　
	 年効果額(千円)

④=(①－②)×③

	
	総収入額(千円/年)     ①
	総支出額(千円/年)     ②
	 按分率（％）

     ③
	

	
	
	
	
	

	    計
	


              データ出典                                                                    

	

	


　　　　ｃ　地域所得多角化効果

	 施設名


	 施設利用者数（人）

       ①
	施設利用外購買金額

（円/人）   ②
	按分率(％）

    ③
	年効果額(千円)

④=①×②×③

	
	
	
	
	

	   計
	


              データ出典                                                                    

	

	


　　イ　洪水防止効果

　　 (ｱ)　年効果額の算定方式等

　　　　ａ　効果の内容

洪水防止効果とは、事業により遊休水田・畑が解消されるか又は減少することにより農地の水の貯留機能が増し、洪水が防止又は軽減される効果をいう。

　　　　ｂ　算定方法

年効果額は、「土地改良事業の費用対効果分析マニュアルの制定について」（平成19年３月28日付け18農振第1597号農村振興局企画部長通知。以下「マニュアル通知」という。）第２章第４節の７に定める災害防止効果によるものとする。

　　　　ｃ　留意点

　本効果は、過去10年間に洪水による被害実績のある地区について算定する。

　　 (ｲ)　年効果額の算定表の様式

	          
	    対象資産

	 事業なかりせば（注1)年被害想定額（千円）

        ①
	 事業ありせば（注2）年被害想定額（千円）

         ②
	年効果額（千円）③=①－②


	
	
	
	
	

	
	       計

	


          （注１）事業なかりせばは、施設機能が失われた場合を想定したものである。

　　　　　（注２）事業ありせばは、整備後に施設機能が十全に発揮される場合を想定したものである。

  　　　　データ出典

	

	


　　ウ　水資源かん養効果

　　 (ｱ)　年効果額の算定方式等

　　　　ａ　効果の内容

水資源かん養効果とは，事業により遊休水田・畑が解消されるか又は減少することにより農地に水が浸透し、地下水かん養を促進したり河川の流況を安定させる効果をいう。

　　　　ｂ　算定方法

年効果額は、マニュアル通知第２章第４節の14に定める水源かん養効果（地下水へのかん養）によるものとする。

　　　　ｃ　留意点

本効果は、現在地下水を利用しており、地下水位の低下や水質の悪化により地下水の利用が困難と想定される地区について算定する。

　　 (ｲ)　年効果額の算定表の様式

	          
	地下水利用増加量(千ｍ3）　　 ①

	原水開発単価

（円/ｍ3）

　　 ②    

	水源開発費用

(千円）

  ③=①×②

	耐用年数　

   （年）

    ④

	還元率

　

　⑤


	 農業外開発負担率

　　⑥


	年効果額

 (千円)

  ⑦=③×⑤×　⑥

	
	
	
	
	
	
	
	


  　　　　データ出典                                                                         

	

	


　　エ　土壌侵食防止効果

　　 (ｱ)　年効果額の算定方式等

　　　　ａ　効果の内容

土壌侵食防止効果とは、事業により遊休水田・畑が解消されるか又は減少することにより土壌侵食が防止される効果をいう。

　　　　ｂ　算定方法

　　　　　年効果額は、遊休農地解消面積に原単位を乗じた額とする。

　　 (ｲ)　年効果額の算定表の様式

	遊休農地解消面積（ha）

      ①
	　原単価

 （千円/ha）

      ②
	 年 効 果 額

   （千円）

  ③=①×②
	                                                                    

	
	
	
	

	      計

	
	


            データ出典                                                                         

	

	


　　オ　土砂崩壊防止効果

　　 (ｱ)　年効果額の算定方式等

　　　　ａ　効果の内容

土砂崩壊防止効果とは、事業により土砂流出等の災害に起因する作物、農業用施設等の災害が防止され、又は軽減される効果をいう。

　　 　 ｂ　算定方法

　　　　　　年効果額は、マニュアル通知第２章第４節の７に定める災害防止効果によるものとする。

　　　　ｃ　留意点

　　　　　　本効果は、地すべり地帯について算定する。

　　 (ｲ)　年効果額の算定表の様式

	    対象資産


	 事業なかりせば（注1)年被害想定額（千円）

        ①
	 事業ありせば（注2）年被害想定額（千円）

         ②
	 年効果額

（千円）

③＝①－②

	
	
	
	

	       計
	


          （注１）事業なかりせばは、施設機能が失われた場合を想定したものである。

　　　　　（注２）事業ありせばは、整備後に施設機能が十全に発揮される場合を想定したものである。

	  データ出典

	

	
	
	


　　
　　カ　有機性廃棄物処理効果     

　　 (ｱ)　年効果額の算定方式等

　　　　ａ　効果の内容

有機性廃棄物処理効果とは、事業により解消されるか又は減少する遊休水田・畑により食物残渣、し尿等の有機性廃棄物を受け入れる空間が確保され、これらの処分費用が軽減される効果をいう。

　　　　ｂ　算定方法

年効果額は、遊休農地解消面積に原単位を乗じた額とする。
ｃ　算定上の留意点

本効果は、地域において食物残渣、し尿等の処理として当該農地にこれらを投入する予定のある場合のみ算定するものとし、また高品質堆肥製造施設による効果を算定する場合は二重計上となるので算定しないものとする。

　　 (ｲ)　年効果額の算定表の様式

	遊休農地解消面積（ha）

      ①
	　原単価

 （千円/ha）

      ②
	 年 効 果 額

   （千円）

  ③=①×②
	                            

	
	
	
	

	      計
	
	


            データ出典                                                                 

	

	


３　投資効率等の総括

　　２により計算した年効果額等は、以下の表にまとめるものとする。

 (１)　年総効果額の総括

	 　　　効　果　項　目
	年総効果額
	   備考

	 直接効果
	      千円
	

	 ①生産向上効果
	  　  千円
	

	 　ア　作付増加効果
	      千円
	

	 　イ　単収増加効果
	      千円
	

	 　ウ　品質等向上効果
	      千円
	

	 　エ　農畜産物加工効果
	      千円
	

	 　オ　畜産関連施設効果
	      千円
	

	 ②経費節減効果
	   　 千円
	

	 　ア　労働経費節減効果
	      千円
	

	 　イ　機械経費節減効果
	      千円
	

	 　ウ　資材経費節減効果
	      千円
	

	 　エ　維持管理費節減効果
	      千円
	

	 ③経営基盤保全効果
	   　 千円
	

	 ④農外所得増加効果
	      千円
	

	　ア　農家雇用創出効果
	      千円
	

	　イ　農業関連施設料等収入効果
	      千円
	

	  ウ　農外所得多角化効果
	      千円
	

	 間接効果
	      千円
	

	 ①地域所得増加効果
	 　 　千円
	

	   ア　地域雇用創出効果
	      千円
	

	   イ  農業外施設料等収入効果
	      千円
	

	   ウ　地域所得多角化効果
	 　   千円
	

	 ②洪水防止効果
	      千円
	

	 ③水資源かん養効果
	   　 千円
	

	 ④土壌侵食防止効果
	      千円
	

	 ⑤土砂崩壊防止効果
	      千円
	

	 ⑥有機性廃棄物処理効果
	  　  千円
	

	          　計
	      千円
	


 (２)　総合耐用年数の算出

	　　施　　　設　　　名


	耐用年数

   ①

	工　事　費　等

      ②

	年　工　事　費

　（減価額）

　③＝②÷①
	 

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 　　　　　計
	　        千円

	　   　　 千円

	

	 総合耐用年数
	
	
	


 (３)　廃用損失額

　　　事業実施に伴い、財産処分又は本事業の目的以外に転用される既存の施設がある場合については、当該施

　　設の残存価格を廃用損失額とする。

	　　　名　　　称
	　　 廃用損失額

	
	                

	          計
	                千円


 (４)　経済効果総括表

	　　区　　　　分     
	当初計画
	備考

	１  総事業費
	          千円
	

	２  効果の内訳
	
	

	  直接効果
	          千円
	

	    ①生産向上効果
	          千円
	

	    ②経費節減効果
	          千円
	

	    ③経営基盤保全効果
	          千円
	

	    ④農外所得増加効果
	          千円
	

	  間接効果
	          千円
	

	    ①地域所得増加効果
	          千円
	

	    ②洪水防止効果
	          千円
	

	    ③水資源かん養効果
	          千円
	

	    ④土壌浸食防止効果
	          千円
	

	    ⑤土砂崩壊防止効果
	          千円
	

	    ⑥有機性廃棄物処理効果
	          千円
	

	            計
	          千円
	

	３  妥当投資額
	          千円
	

	４　還元率
	
	

	５　総合耐用年数
	           年
	

	６　廃用損失額           
	          千円
	

	７　投資効率
	
	


(注)１.還元率=(i×(1+i)n)÷((1+i)n-1)，i=0.04(割引率)，n=総合耐用年数

　　２.総合耐用年数は小数点以下１桁、投資効率は小数点以下２桁まで求めるものとする。

 (５)　その他の効果

　　　第２の１及び２以外の貨幣価値換算不可能な効果についても、叙述的な方法により下記に記載することがで　　きるものとする。

	＜記載例＞

　１　○○効果

　(１) 効果の性質，考え方

  (２) 効果の具体的な内容

　　　・定性的記述

　　　・具体的数値

  (３) 効果把握に当たっての留意点

  2　○○効果

　　　・

　　　・

　　　・


	


４　新規就農・経営継承総合支援事業のうち技術習得支援関係  

    新規就農・経営継承総合支援事業のうち技術習得支援の費用対効果の算定は、代替法を用いて、施設整備を行わなかった場合に、同様の研修教育を行うために要する経費を算定し、比較するものとする。

　　費用対効果についての分析は、以下の表により取りまとめるものとする。

 (１)　効果についての分析

ア　地域中核教育機関が高等学校卒業者等を対象に行う長期の研修教育に使用する施設を整備する場合

	事業内容
	

	事 業 費
	
	耐用年数
	

	
	         整備を行う場合
	      整備を行わない場合

	研修教育内容
	 ＊１
	 ＊２

	入

学

生

の

数

	 総　数（定員充足状況）
	
	

	
	・専攻別

・男女別

・農家・非農家出身別

・出身地（県内地域・県　外)
	 ＊３

	

	卒業生の進路
	 ＊４
	

	都道府県農業の姿
	 ＊５
	

	近隣の他の教育機関（大学・短大等）の入学者
	 ＊６

	 ＊７


	調査研究施設
	 ＊８
	

	調査研究成果の普及・定着
	 ＊９
	

	その他の影響
	
	


注：基本的に複数の施設の整備の場合は、施設ごとに分析・記述する。

　　　整備を行う場合の「研修教育内容」、「入学する学生の数」、「卒業生の進路」、「都道府県農業の姿」、「近隣の他の教育機関」及び「その他の影響」欄への記入は、当該施設整備実施後５年程度経過した時点の状況を想定する。

　　　整備を行わない場合の各欄については、現状や趨勢から、既存施設のままでは懸念される問題を記入する。

＊１　施設整備によって、研修教育の内容がどのように充実されるか、具体的に記入する。

＊２　「○○栽培について××及び△△の最新技術の習得ができない」など具体的な弊害を記入する。

＊３　専攻・コースの新設を予定している場合には、その旨併せて記入する。

＊４　卒業生の就農状況や経営作目等の変化について具体的に記述する。

＊５　卒業生の就農状況や経営作目等がどのように変化し、都道府県の農業にどのような影響が生じるか等具体的に記述する。

＊６　施設整備によって地域中核教育機関に入学する学生の増加が見込まれるときには、近隣の他教育機関の入学者数の変化について記入する。

＊７　地域中核教育機関の入学者の減少が見込まれるときには、地域中核教育機関に入学しなかった学生が代わりにどこで教育を受けるかについても想定されることを記述する。

＊８　施設整備によって、調査研究がどのように効率的に実施されるかを具体的に記入する。

＊９　整備された施設で技術の確立・実証を行い、その技術を普及・定着させるに際し、どのような効果（技術の導入時期、導入農家戸数等）があるのかを具体的に記入する。

イ　社会人の就農希望者や農業者等や離職者等の就農希望者を対象とした研修教育に使用する施設を整備する場合

	事業内容
	
	
	  

	事 業 費
	
	耐用年数
	
	

	
	整備を行う場合
	整備を行わない場合
	

	研修教育内容
	　＊１
	 ＊２
	

	研修生の数
	総数（定員充足状況）
	
	
	

	
	・男女別
・農家・非農家出身別
・出身地（県内地域・県外）
	
	
	

	研修修了者の就農状況
	  ＊３
	
	

	都道府県農業の姿
	  ＊４
	
	

	その他の影響
	
	
	


（注）基本的に複数の施設の整備の場合は、施設ごとに分析・記述する。

整備を行う場合の「研修教育内容」、「研修生の数」、「研修修了者の就農状況」、「都道府県農 業の姿」及び「その他の影響」欄への記入は、当該施設整備実施後５年程度経過した時点の状況を想 定する。

整備を行わない場合の各欄については、現状や趨勢から、既存施設のままでは懸念される問題を記 入する。

＊１　施設整備によって、研修教育の内容がどのように充実されるか、具体的に記入する。

＊２  「○○栽培について××及び△△の最新技術の習得ができない」など具体的な弊害を記入する。

＊３　研修修了者の就農状況や経営品目等の変化について具体的に記述する。

＊４　研修修了者の就農状況や経営品目等がどのように変化し、都道府県の農業にどのような影響が生じるか等具体的に記述する。

 (２)　投資効率の分析
	・試算の考え方

・試算・試算結果

・分析結果




（注）基本的に複数の施設の整備の場合は、施設ごとに分析・記述する。

      当該施設の整備によらず、他機関が保有する施設の賃借等により計画する研修教育を実施する場合に要する費用等を試算する。

５　作物生産効果等の算定に必要な生産物単価及び純益率の算定方法等については以下のとおりとする。

 (１)　生産物単価

生産物単価は、生産者の販売価格（農家受取価格）によるものとし、次により算出する。

ア　国等が価格を決定している作物

国等が価格を決定している作物の生産物単価は、原則として、事業計画時における国等の決定価格（平均的な品種、品質のものの価格）によるものとする。

イ　その他の作物

　　その他の作物（国等が価格を決定している作物であって、事業地区の実態から見てこれによることが著しく不適当であると認められる作物を含む。）の生産物価格は、原則として、事業地区における平均的な品種、品質のものの最近５カ年の各年の価格（明らかに異常な価格と認められる年を除く各年の出回り期における平均価格）の加重平均価格による。

 (２)　純益率

　    作物ごとの作付面積の増減及び単位面積当たりの収量の増加に係る純益率は次による。

ア　主要な作物については下表に示すところによる。

イ　その他の作物（アに掲げる作物であって、事業地区の実態から見てアの純益率によることが著しく不適当と認められる作物を含む。）については、次の方法により算出する。この場合において、生産費等は、原則として、最近５カ年の「農業経営統計調査」（農林水産省統計部）又はこれに準ずる資料の平均値によるものとするが、事業地区の実態から見て「農業経営統計調査」等によることが著しく不適当であると認められる場合にあっては、当該事業地区の経営計画等によるものとする。
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　作付増減の場合の純益率(%)＝100－×100

　　　単収増加の場合の純益率(%)= 100－　(100-作付増減純益率)×0.265　　　    　　　                      　　　 （注）生産費＝資本利子・地代全額算入生産費-(水利費+地代)

　　    　  　　 0.265=作付増減生産費に対する単収増加生産費の比率

    　主要作物に係る純益率　　　　　　（単位：％）

	作　　　物　　　名

	純　益　率

	
	作付増減
	単収増加

	水稲

	北海道
	　  8
	   76

	
	都府県
	    1
	   74

	麦類

	大麦

小麦　　　　田

　　　　　　畑
	   13

    -

   35
	   77

   72

   83

	豆類

	大豆　　　　田

　　　　　　畑

らっかせい

その他豆類
	　  -

    -

　　-

   28
	   68

   74

   70

   81

	野菜

	なす、ピーマン

果実的野菜

その他果菜類
	　  -

    8

　　3
	   72

   76

   74

	
	ねぎ、ほうれん草

その他葉茎菜類
	    -

   20
	   73

   79

	
	さといも

その他根菜類
	　  -

   18
	   73

   78

	工芸作物

	かんしょ

その他いも類

茶
	　  -

   22

    -
	   70

   79

   72

	果樹

	みかん

りんご

かき

なし

もも

ぶどう
	　  -

    -

    1

    -

   15

    -
	   68

   70

   74

   70

   77

   70

	飼料作物

（牛乳）
	北海道
	    8
	   20

	
	都府県
	    5
	    8


